
視 察 報 告 書 
 

報告者氏名 坂巻 儀一 
 

１ 会派名  流政会 
 【出席議員】 森亮二、青野直、石原修治、笠原久恵、近藤美保、野田宏規、大塚洋一、坂巻儀一 
 
２ 期間 平成２８年８月 ３日（水）【北九州市議会 14：00～15：30】 

平成２８年８月 ４日（木）【大牟田市議会 13：30～15：30】 
平成２８年８月 ５日（金）【福岡市議会  10：00～12：00】 

 
３ 視察都市等及び視察項目 
（１）福岡県北九州市議会 

・都市再生・空家対策を街づくりに生かす事例について 
（２）福岡県大牟田市議会 

・認知症ＳＯＳネットワーク模擬訓練について 
（３）福岡県福岡市議会 
    ・民間活力を用いた街づくりについて 
 
４ 所感等 
（１）福岡県北九州市議会 【主な説明者等：商業・サービス産業政策課 石松亨介係長、山本賢志主査、 

市議会事務局 宇野裕子主任】 
●市の概要 ■面積：４８６．８ｋ㎡  ■人口：９５７,６８１人  ■市長：北橋 健治  氏 
 
●市議会の概要 ■議員定数：６１人  ■議長：戸町 武弘 氏 ■副議長：山本 眞知子 氏 
 
●視察項目 都市再生・空家対策を街づくりに生かす事例について 
・小倉家守プロジェクト、リノベーションスクールについて 
 
●視察理由 
・民間と連携した街づくりについて視察したい。 
・北九州小倉では近年、小倉駅前の中心市街地エリアに空きビル、空き店舗、空き家が増え続けていたが、こう

した遊休不動産を活用して都市型産業を集積させ、雇用を生み出す「小倉家守（やもり）プロジェクトが」２０

１０年度から始まっている。このプロジェクトの導入の背景と成果について視察したい。 
 
●質問事項 
・２０１０年度から始まっている「小倉家守プロジェクト」の導入の背景と成果、課題、展望について。 
・官民連携のポイント。「リノベーションスクール」という場の狙いと導入効果。 
 
●主な内容 
・都市再生、空き家対策をまちづくりに生かす事例について行政の取り組みとして、１．都市政策（小倉家守構

想）の策定支援。２．志の高い（パブリックマインドを持つ等）不動産オーナーと家守事業者を見つる。３．リ

ノベーションを実施する仕掛けづくり。 
リノベーションまちづくりは、縮退する社会の中で疲弊した地域の再生のために、現代版の家守の手法を用いて

遊休不動産をリノベーションの手法で再生し都市型産業の集積を行う、まちづくりの新しい手法である。 
 取り組みにあたっては行政と民間が連携し、お互いの役割を分担し推進する。行政は建築物の用途変更、消防

法の適用確認などの行政手続の相談窓口を一本化するとともに、広報PRや不動産オーナーへの啓発などに取り
組んでいる。 
 家守事業者は、リノベーションを通じて新しい仕事をつくり、建物の再生を起爆剤にしてエリアに新しいまち

のコンテンツを生み出し、雇用を生んでいく。 
 「家守（やもり）」とは江戸時代における長屋の大家を「家守」と呼ぶ。借地管理、家賃徴収、店子の生活面の

面倒など、地区のマネージャー的な雑事を行っていた。現代版家守は、行政、地域住民等と連携し建物管理や入

居者支援等により、総合的な地域づくりを行っていく。 



 
●所感 
・家守方式と銘打って、エリアのリノベーションを図る手法を学びました。リノベーションスクールで著名人を

呼ぶことで、市外からの参画者を増加。政策は、市内で拡散していったそうです。 
 手法として、空き家の活用において、補助金を頼りにして進めるのではなく、行政手続の相談窓口を一本化し、、

人や団体などとの中継をしていく。行政という信頼性を生かして、説明及び支援する事により、事業者がチャン

スを生かすことが出来るなどをしています。専門家や物件の所有者、起業したい人など１０人程のグループで実

在の場所の起業に向けて進め、実際に実現した例がたくさんありました。 
 補助金（資金）は出さなくても知恵を出す的な手法と、事業化に必要な円滑な許認可業務の支援などによる市

役所内の組織的な対応に新たな支援手法がある事に関心させられました。 
 駅から市役所までの往復路に実際にリノベーションされた建物も見学でき、会派で素晴らしい取り組みを一緒

に見て共通認識を持てた事も視察の大きな意味となりました。また、懇切丁寧な対応と説明に一同感動致しまし

た。 
 
（２）福岡県大牟田市議会 【主な説明者：保険福祉部 池田武俊調整監、市議会事務局 平野裕二次長】 
●市の概要  ■面積：８１．５５ｋ㎡  ■人口：１１８,６６９人  ■市長：中尾 昌弘 氏 
 
●市議会の概要  ■議員定数：２５人  ■議長：境 公司 氏 ■副議長：平山 伸二 氏 
 
●視察項目 認知症ＳＯＳネットワーク模擬訓練について 
 
●視察理由 
・２００７年愛知県で起きたＪＲ東海が起こした認知症事故訴訟で今年、最高裁判所が、逆転判決を出した。 
・老々介護など認知症の患者を抱える家族や施設への責任問題や認知症の介護の難しさがこの裁判で多くの人に

明らかになった。 
・２０２５年問題を迎えるにあたって徘徊などの認知症介護の対策は本市でも重要な問題と捉え、大牟田市を視

察すべきと考えた。 
 
●質問事項 
・訓練の始まりの発端。 
・始めるに当たっての問題点（困難だった事）。 
・訓練を重ねるにあたっての住民の変化、改善してきた事。 
・訓練の効果。 
 
●主な内容 
・認知症の人とともに暮らすまちづくりの原点は平成１３年１１月、大牟田市介護サービス事業協議会の専門部

会として認知症ケア研究会の発足であった。その出発点は、いつでも、どこにいても、誰といても自分らしく、

幸福に暮らして欲しいという願いだった。 
「基本理念」として、認知症の人が、ひとりの個人として尊重され、その人らしく地域で暮らせるよう、１．ノ

ーマリゼーションの視点。２．人権の尊重、個人の尊厳。３．人生の継続性、QOLの向上をキーワードに、地域
で支える仕組みづくり、サービスの向上を図っていく。これらにより地域認知症ケアコミュニティ推進事業が展

開され認知症の人の理解が深まり、地域全体で支える仕組みをつくり、認知症になっても、誰もが住み慣れた家

や地域で安心して豊かに暮らし続けることができる「まちづくり」、その取り組みの一つが認知症SOSネットワ
ーク模擬訓練である。 
 
●所感 
・三井三池炭鉱で著名なまち。間も無く市政 100 周年とのことで、庁舎が大変厳かでした。明確な哲学のもと、
認知症の方捜索の為の訓練や連絡系統、理解醸成が整備されている。故人の想いで動き出した政策のようで、仕

組み以上に実際の運営状況に感銘を受けました。 
模擬訓練は公民館などに地域の方がまず集まり、訓練の説明などを行い、その後散らばります。認知症の街中

を歩く役の人を探します。流山市も支え合い活動推進事業で地域の方を守ろうとしていますが、実際の訓練とい

うものはない中で、実際の問題点を検証していく取り組みというものはこれからとても重要であると感じました。

流山市でも認知症サポーターの講座を中学校でも行ったりしていますが、大牟田市では本の読み聞かせで、認知

症のおじいちゃんやおばあちゃんの行動の「なぜ？」を教えています。 



 担当課の職員の方がともかく熱心に粘り強く取り組んでおり、認知症の方や障がい者の方などの弱者をほおっ

てはおかない、という市と担当職員の方々の強い気持ちが伝わってきました。 
 
（３）福岡県福岡市議会 【主な説明者：創業・大学連携課 富田雅志課長、吉田知代氏、 

企画調整部 阿南公彦企画係長、議会事務局総務秘書課 足立泰尚総務係長】 
●市の概要  ■面積：３４０ｋ㎡  ■人口：１,５５０,６２７人  ■市長：高島 宗一郎 氏 
 
●市議会の概要  ■議員定数：６２人  ■議長：おばた 久弥 氏 ■副議長：石田 正明 氏 
 
●視察項目 
・民間活力を用いた街づくりについて（創業・企業応援、エリアマネジメントの民間開放） 
※エリアマネジメントの民間開放については、地方自治体が維持管理してきた自然・文化的環境であるが、財政

事情も厳しい中、公共がすべて実施するのは難しくなっている。 
流山市では都市計画制限や認定制度を利用するなどして、工夫してきたが、土地所有者が民間企業のほか、共

有地、個人権利者が混在する中、エリア一体で創出していく難しさがある。しかし、更なる価値創出について考

えて行きたいと思っている。 
 
●質問事項 
【創業・企業応援】 
・民間が力を発揮しやすい仕組みづくりの必要性と詳細、現時点で想定している課題。 
・企業・創業については失敗も多いと思うが、成功率を上げるためにどのような方策を考えているのか。 
・創業支援に関わる行政コストに対する、メリットは何で（将来的な法人税増、街の魅力増による人口増など）、

費用対効果をどのように考えているか。 
【エリアマネジメントの民間開放】 
・現在の潮流として、様々なノウハウを持っている民間の活力を街づくりに適用する事例が増えているが、行政

としてどのような取り組みを行い、どうような成果が出ているか。 
・民間企業だけでは成立させることは難しい側面もあると思うので、行政が一定の関与ないし支援を行う必要が

あると思うが、行政はどのような役割分担と支援を行っているのか。 
・公的な支援や地域住民等の支持を得るため行っている工夫があれば教えていただきたい。 
 
●主な内容  
・エリアマネジメント組織に対する市の関与の在り方としての、１．基本的事項 ２．まちづくりガイドライン

の尊重 ３．共同事業負担 ４．初動期支援 ５．その他の検討事項 ６．市が認めるパートナーとしての要件 

７．庁内支援体制 等の説明を受けました。 
・スタートアップカフェの取り組み。スタートアップの裾野を拡げるため、誰でも入りやすい「敷居の低い」空

間を提供し、スタートアップに関する情報提供・相談・交流機能、創業手続に関する創業ワンストップ機能、人

材のマッチング・再チャレンジや雇用に関する相談などの人材確保支援機能を有し、創業から人材確保までのワ

ンストップ支援を行う拠点である。「スタートアップしたい人」や「スタートアップを応援したい人」などが気軽

に集まり交流することで、新たな事業や新たなアイデアなどを生み出すことを目指しているという。 
 
●所感  
・環状線を持たない大都市と言え、興味深い発展の仕方をしていると感じた。細やかなスタートアップ支援体制

と博多・天神２箇所のまちづくり協議会を学びました。まちづくり協議会はどちらも巨大鉄道企業が旗振り役だ

そうで、流山市とは違いますが、まちづくりに多様な着火点があると理解し、負けていられないという気持ちに

なりました。また、日本で創業を志す外国人に必要な在留資格（経営・管理）の申請時の要件が緩和されスター

トアップビザの導入などグローバルな視点での取り組みは先進的でありこの先を見据えたうえでは参考にしたい

システムでありました。 
  
 


